
１ 本格的な人口減少社会の到来とその影響
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（出典）国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）
（注）ただし、1920年からは、総務省「国勢調査」、「人口推計年報」、「平成17年及び22年国勢調査結果による補間補正人口」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」により追加。
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⾼齢化・⼈⼝減少の状況①

○ ⽇本の総⼈⼝は、今後100年間で100年前の⽔準に戻っていく可能性。
この変化は千年単位でみても類を⾒ない、極めて急激な減少。
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○ 2050年（令和32年）には、全国の約半数の地域で⼈⼝が50％以上減少。
○ 沖縄県等⼀部地域を除き、⼈⼝の増加がみられる地域は都市部に限られる。
○ ⼈⼝規模が⼩さい市区町村ほど⼈⼝減少率が⾼くなる傾向があり、特に2015年（平成27年）時点の
⼈⼝が1万⼈未満の市区町村に居住する⼈⼝は、およそ半分に減少する可能性。
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（備考）１．総務省「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」等より、国土交通省国土政策局作成。
２．左図については、平成27年国勢調査時点（平成27年10月１日現在）における避難指示区域を黒塗り（斜線）で示している。
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⾼齢化・⼈⼝減少の状況②
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資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来人口推計(2013年3月
推計)」を基に農林水産省で推計。

注：ここでは、国勢調査における人口集中地区（DID）を都市、それ以外を農村とした。
なお、高齢化率とは、人口に占める65歳以上の高齢者の割合。

20年程度先行

○ 農⼭漁村における⾼齢化・⼈⼝減少は、都市に先駆けて進⾏。
○ ⼈⼝減少は、農村の平地〜⼭間になるほど顕著となり、特に⼭間地域においては、2045年（令和
27年）には2015年（平成27年）から半減すると⾒込まれる。

【農村・都市部の人口と高齢化率】

注1) 国勢調査の組替集計による．なお，令和２年以降(点線部分)はコーホート分析による推計値である．
2) 農業地域類型は平成12年時点の市町村を基準とし，平成19年4月改定のコードを用いて集計した．

出典：農林水産政策研究所「農村地域人口と農業集落の将来予測」（令和元年８月）

【農業地域類型別の人口推移と将来予測】

⾼齢化・⼈⼝減少の状況③

令和2年 12 22
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○ ⾼齢化・⼈⼝減少の進⾏により、⼩規模な農村集落の割合も増加。
○ 集落の総⼾数が10⼾を下回る農業集落では、集落活動の実施率が急激に低下する傾向。

【総戸数が９戸以下の農業集落の割合】

資料：農林水産省「農林業センサス」

⾼齢化・⼈⼝減少の状況④
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資料：農林水産政策研究所「日本農業・農業構造の展開過程-2015年農林業センサ
スの総合分析-」（平成30（2018）年12月）

【集落活動の実施率と総戸数の関係】
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○ 過疎地域集落では、農地に関する課題としては、耕作放棄地の増⼤、獣害・病⾍害の発⽣などの問
題が発⽣。

【集落で発生している課題（複数回答）】

⾼齢化・⼈⼝減少の状況⑤

8

23.9 

25.3 

31.5 

46.4 

65.6 

37.5 

60.9 

71.7 

34.3 

37.1 

40.3 

40.5 

43.0 

46.7 

19.0 

34.2 

34.6 

37.8 

58.6 

64.1 

69.2 

87.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

ごみの不法投棄の増加

棚田や段々畑等の農山村景観の荒廃

土砂災害の発生

森林の荒廃

獣害・病虫害の発生

不在村者有林の増大

働き口の減少

耕作放棄地の増大

地域の伝統的生活文化の衰退

伝統芸能の衰退

住民による地域づくり活動の停滞・減少

集落としての一体感や連帯意識の低下

運動会や収穫祭など集落・地区で行ってきた行事の減少

伝統的祭事の衰退

冠婚葬祭等の日常生活扶助機能の低下

道路・農道・橋梁の維持が困難

医療提供体制の弱体化

小学校等の維持が困難

公共交通の利便性の低下

商店・スーパー等の閉鎖

住宅の荒廃（老朽家屋の増加）

空き家の増加

資料：総務省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書」(2020年3月公表）を基に農林水産省で作成
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